
令和５年度当初予算編成方針
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令和４年10月26日
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Ⅰ 原油価格・物価高騰及び新型コロナへの対応

【要求上限なし】

予算編成方針のポイント①

原油価格・物価高騰への対応 ＋ 新型コロナ対策

（生活者・事業者支援など）

県民の命と暮らしを守る
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〈斬新で効果的な新規・重点事業〉

予算編成方針のポイント②

八 つ の 重 点 政 策
8 8 の 具 体 策
（ ロ ー ド マ ッ プ ）

富 山 県 成 長 戦 略

（６つの戦略・KPI）
+

‣こども政策（少子化対策・子育て環境の充実）
‣経済の活性化、スタートアップ支援
‣デジタル化などDXの推進
‣カーボンニュートラルの実現
‣人への投資 など

Ⅱ 新規・重点経費 【要求上限なし】

ウェルビーイングの向上



Ⅲ 事業の抜本的見直し・再構築
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予算編成方針のポイント③

Ⅲ 既存事業の抜本的見直し・再構築の深化(1)
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＜良くない例＞ ＜あるべき姿＞

一律カット

ゼロベースで見直し・再構築

・各部局長のリーダーシップのもと、「いま取り組むべき（求められる）事業」を精査

・スクラップ・アンド・ビルドを徹底し、マンパワーと財源を確保

県民や事業者、関係団体など「現場」の声
デジタル技術の進展など現下の情勢の変化



Ⅲ 事業の抜本的見直し・再構築
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（参考）令和４年度当初予算における見直し・再構築

※令和４年度当初予算では、例年を上回る362事業18.2億円に
及ぶ既存事業の見直しを実行

【取組例】

・空き家対策と移住対策を一体的・効果的に実施するため、補助メニューを統合〔土木部・地創局〕

・非常勤講師の職種を統合し、学校現場のニーズに柔軟に対応できる人員配置体制へ見直し〔教育委員会〕

・介護士・保育士等向け各種研修、会議、相談窓口をオンライン化〔厚生部〕

・高齢者自動車運転講習に、タブレット式認知機能検査システムを導入し、検査時間を短縮〔警察本部〕

・施設の長寿命化等により、将来の維持管理コストを削減〔各部局〕



Ⅲ 事業の抜本的見直し・再構築
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予算編成方針のポイント④

Ⅲ 既存事業の抜本的見直し・再構築の深化(2)

‣「官民協働事業レビュー」の対象(20)事業に係る予算編成過程を

県民に「見える化」
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１‣デジタル技術（AI・RPAなど）の積極活用

２‣効果的・効率的な情報発信

５‣国予算（経済対策）を踏まえた対応

「幸せ人口1000万」を目指した関係人口の増加と歳入確保を、一体的に推進

予算編成方針のポイント⑤

Ⅳ その他

業務プロセスの見直しや事務の簡素化、ペーパーレス化を推進

「伝える」事業について、デジタルマーケティングを活用するなど、ターゲットに応じ
「作る・届ける・分析する」予算を戦略的に配分

３‣サンドボックス予算の活用

４‣ふるさと納税をはじめとする積極的な歳入確保



8 (注） 端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。 県税は、都道府県間清算及び市町村交付金交付後の実質税収ベース。
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（参考）中期的な財政見通し （一般財源ベース） 〈令和４年10月試算〉


